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Ⅰ.首都直下地震対策大綱概要における電気通信サービスに関する事項

■機能目標

・電話、衛星通信

中央防災無線の他にも、衛星通信など多様な通信手段を確保する必要がある。

特に災害時優先電話回線は寸断させないようにする。

・インターネット

インターネットは、被害の状況や災害対策の活動状況等を情報提供する役割を担う。

このため、これら首都中枢機関から重要情報を継続的に発信できるようにする。

■防災対策

・予防対策（情報インフラ）

電気通信事業者は、首都中枢機関に関わる情報インフラ拠点施設として、電話局、電話線、ＩＸ・ＤＮＳサー

バ等の耐震化、多重化を図る。また、首都中枢機関は、情報通信系統の多重化、震災に強い衛星の活用、

災害時優先電話の適正な使用など、情報通信の確保策を講じる。

※電気通信事業者は、特に、３次医療機関等の人命に関わる重要施設に対する情報インフラの重点的な耐震化等を進める。さらに機能停止に至らないよう、電気通信事業者

及び施設の管理者は、多重化や衛星の活用を図る。地震発生時には電話の輻輳が想定されることから、電気通信事業者は、安否確認手段（災害用伝言板等）の提供及びそ

の普及のための周知を行うとともに、携帯電話の音声通話とパケット通信の分離規制の導入による疎通向上を図る。

※電気通信事業者及び関係機関等は、連携・協力して地下空間等における携帯電話・ラジオ等の不感地帯の縮小を促進する。

・応急対策（ライフライン・情報インフラ）

ライフライン事業者及び電気通信事業者は、首都中枢機関への供給に関わるライフライン・情報インフラ拠

点が万が一被災した場合、優先的に復旧する。

※電気通信事業者等は、首都中枢機関及び特に人命に関わる重要施設に対しては優先的に復旧させるなど、早期に復旧できるよう人材確保や資機材の配備など復旧体制

を強化する。

首都直下地震対策大綱 ※䠤22.1ಟṇ
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Ⅰ.首都直下地震対策大綱概要における電気通信サービスに関する事項

【無線、電話・衛星通信】

■目標

・ 発災直後においても中央防災無線の利用に支障がないよう機能を確保

・ 衛星通信など多様な通信手段を確保

・ 災害時優先電話は寸断させないようにする

■対策

・ ライフライン事業者や施設管理者等による首都中枢機関への供給に関わるライフライン・イ

ンフラ施設の多重化、耐震化

・ 首都中枢機関による供給系統の多重化、非常用電源の確保等

首都直下地震の地震防災戦略
※䠤18.4
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Ⅰ.首都直下地震対策大綱概要における電気通信サービスに関する事項

首都直下地震応急対策活動要領」に基づく具体的な活動内容に係る計画

首都直下地震応急対策活動要領
※䠤22.1ಟṇ
ᆅ㟈Ⓨ⏕᫬䛾ྛ┬ᗇ䛾ලయ䛾ᙺ๭䜔ᛂ᥼つᶍ➼䜢ᐃ䜑䜛ィ⏬

※䠤20.12

■首都中枢機能を有する機関

・国会、中央省庁（災害対策実施部局及びその関連部局）、都庁、駐日外国公館等、中央銀行、主要な金融機

関及び決済システム、それぞれのオフィス・電算センター。

■帰宅困難者対策のための応急活動

・災害用伝言ダイヤル（１７１）や災害用伝言サービス等の災害時の安否確認のためのシステムの活用。

■応急復旧活動に当たっての配慮事項（優先復旧）

（１）首都中枢機能の継続性確保に必要な施設

（２）病院、救護所等の人命の安全に必要な施設

（３）（１）以外の災害対策本部施設等の災害応急対策関連施設

（４）避難所等の民生安定のための施設

■機能継続性を確保すべき首都中枢関連機関
１）首都中枢機関
・政治中枢：衆議院及び参議院

・行政中枢：首相官邸、内閣官房、内閣法制局、内閣府、宮内庁、国家公安委員会、警察庁、金融庁、総務省、消防庁、法務省、外務省、財務省、 文部科学省、文化庁、
厚生労働省、農林水産省、経済産業省、資源エネルギー庁、原子力安全・保安院、中小企業庁、国土交通省、気象庁、海上保安庁、環境省、防衛省、

東京湾臨海部基幹的広域防災拠点、立川広域防災基地、都庁、駐日外国公館等

・経済中枢：中央銀行、主要な金融機関及び決済システム、それぞれのオフィス・電算センター

２）首都中枢機能継続のために必要なライフライン等の施設
上記機関の首都中枢機能継続のために必要な電力、上水等、通信・情報、道路、航空、港湾に関する施設
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Ⅱ.ＮＴＴ東日本における災害対策
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指定公共機関として予期せぬ大規模な災害に備え、「通信ネットワークの信頼性向上」、「重要通信の
確保」、「サービスの早期復旧」を災害対策の基本方針として、さまざまな対策に取り組んでいる

重要通信の確保
サービスの
早期回復

ネットワークの
信頼性向上

重要通信の
確保

サービスの
早期回復

（応急復旧）

ネットワークの
信頼性向上

平常時

災害時

�ネットワークの高信頼化により通信途絶を極力回避
�ネットワークを構成する通信設備の耐災対策実施
�ネットワークや通信トラヒックを２４時間監視・制御し
異常に即応

�当面の通信確保を急ぎ、その後本格復旧
・通信途絶時には、衛星通信などによる特設公衆
電話の設置等により最小限の通信サービスを確保
・停電時には、蓄電池、エンジン、移動電源車等に
より電力供給

�安否確認手段の提供（災害用伝言ダイヤル等）

�問合せ呼の殺到等によるふくそう時には、一般通話
のトラヒックを規制し重要通信等を優先的に疎通

�緊急通報（110、118、119番）、防災機関等の通話
を優先的に疎通

�一般通話は広報等により安否確認サービス

（災害用伝言ダイヤル等）に誘導

重要通信の
確保

サービスの
早期回復

（応急復旧）

ネットワークの
信頼性向上

平常時

災害時

�ネットワークの高信頼化により通信途絶を極力回避
�ネットワークを構成する通信設備の耐災対策実施
�ネットワークや通信トラヒックを２４時間監視・制御し
異常に即応

�当面の通信確保を急ぎ、その後本格復旧
・通信途絶時には、衛星通信などによる特設公衆
電話の設置等により最小限の通信サービスを確保
・停電時には、蓄電池、エンジン、移動電源車等に
より電力供給

�安否確認手段の提供（災害用伝言ダイヤル等）

�問合せ呼の殺到等によるふくそう時には、一般通話
のトラヒックを規制し重要通信等を優先的に疎通

�緊急通報（110、118、119番）、防災機関等の通話
を優先的に疎通

�一般通話は広報等により安否確認サービス

（災害用伝言ダイヤル等）に誘導

平 常 時

災 害 時

・通信設備の耐災性確保
・通信網の多ルート化

・災害時優先電話の提供
・災害用伝言ダイヤル171の提供
・通話量コントロール

・災害対策機器の配備

ⅰ.基本方針
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電気通信設備の構成
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耐震構造耐震構造耐震構造耐震構造耐震構造耐震構造耐震構造耐震構造
柱、梁、壁といった耐震部材に
よって地震のエネルギーを吸収
させ、地震によって生じる力に
耐える安全性を確保する構造。

免震構造免震構造免震構造免震構造免震構造免震構造免震構造免震構造
免震装置により非常にゆっくり
と揺れる特性を建物に与え、地
震の激しい揺れが建物に伝わら
ないようにした構造。

制震構造制震構造制震構造制震構造制震構造制震構造制震構造制震構造
建物内部に取り付けた制震装置
によって地震のエネルギーを吸
収し、建物の揺れを小さくする

構造。

ⅱ.信頼性（地震） －通信ビルの耐震構造－

従来の通信建物
新しい通信建物

データセンタ、オペレーションセンタなど
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３次元振動台

３次元振動台による加振試験により、二重床、及び各通信装置の耐震性を検証している。

交換機等 空調 蓄電池

ⅱ.信頼性（地震） －通信設備の耐震性－

཯ᫎ

■キャビネットラック

の耐震基準

■電気通信設備工事規格書

（通信機械工事）
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・耐震対策の概要

※設計で考慮すべき条件、基準、規定、試験・検査方法
設置する階高、装置仕様、配管ルート等の条件より実施（社内基準による）

※工法で考慮すべき条件、基準、規定、試験検査方法
設置する階高、装置重量、重心等の条件より実施（社内基準による）

①①①①

電力装置（非常用発電エンジン）

①①①①補水水槽補水水槽補水水槽補水水槽
エンジン近傍に補助水槽を設置し、エンジン冷却水配管を
常時満水状態に保ち始動時の呼び水を不要とすることで
冷却水方式エンジンを確実にする

②②②②フレキシブルフレキシブルフレキシブルフレキシブル配管配管配管配管
燃料タンクからの燃料の供給を確実にするため、地盤強度
に応じ変位量を吸収できる長さのフレキシブル配管の設置

③③③③耐震耐震耐震耐震ストッパストッパストッパストッパ
耐震ストッパの設置により基礎部分を強化し、過大なゆれ
発生時に振れ幅を抑制し、発電装置付帯設備の破損を防止

ⅱ.信頼性（地震） －電力装置の耐震対策－
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開削とう道シールドとう道

マンホールとう道のイメージ

とう道は、高い耐震性能を有し、阪神淡路大震災でも大きな損傷は
受けなかった。

ⅱ.信頼性（地震） －とう道の耐震対策－

セ
ン
サ
ー
に

よ
る
監
視

監視センタ

防火・防水壁
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煙濃度検知センサ

エアーサンプリング管

空調装置

ＩＰ機器等、通信装置の高発熱化による空調風量の増加に伴い、火災の煙が希釈化
し、従来の火災検知器では火災発見が遅れるため、火災早期検知システムの導入
を推進している。

火災早期検知監視盤

火災報知設備

従来の煙感知器

ⅱ.信頼性（火災） －防火対策（通信機械室）－
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ガス消化設備

噴射ヘッド

ガスボンベ

制御盤

ⅱ.信頼性（火災） －防火対策（通信機械室）－
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ⅱ.信頼性（通信設備の冗長化） －ＮＴＴ通信網（中継ビル間）の高信頼化－

中継交換機中継交換機中継交換機中継交換機のののの分散設置分散設置分散設置分散設置

୰⥅⥺
஺᥮ᶵ

୰⥅⥺
஺᥮ᶵ

୰⥅⥺
஺᥮ᶵ

୰⥅⥺
஺᥮ᶵ

ຍධ⪅⥺
஺᥮ᶵ

୰⥅⥺
஺᥮ᶵ

୰⥅⥺
஺᥮ᶵ

ຍධ⪅⥺
஺᥮ᶵ

୰⥅⥺
஺᥮ᶵ

୰⥅⥺
஺᥮ᶵ

୰⥅⥺
஺᥮ᶵ

୰⥅⥺
஺᥮ᶵ

ຍධ⪅⥺
஺᥮ᶵ

୰⥅⥺
஺᥮ᶵ

୰⥅⥺
஺᥮ᶵ

ຍධ⪅⥺
஺᥮ᶵ

中継伝送路中継伝送路中継伝送路中継伝送路のののの多多多多ルートルートルートルート化化化化

××××

××××
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ⅱ.信頼性（通信設備の冗長化） －ＮＴＴ通信網（電源）の高信頼化－

商用電源

電源装置

蓄電池

通信装置通信装置

非常用発電機

タンクローリー
による給油体制

移動電源車

移動電源車による
３次バックアップ

通信ビル
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ⅲ.重要通信の確保 －災害時のトラヒック－

①東日本大震災（H２３．３）【全国から宮城県䛇

1
2
:0
0

1
3
:0
0

1
4
:0
0

1
5
:0
0

1
6
:0
0

1
7
:0
0

1
8
:0
0

1
9
:0
0

2
0
:0
0

2
1
:0
0

2
2
:0
0

2
3
:0
0

0
0
:0
0

平常時の約９倍平常時の約９倍

１５：０３に最大

加
わ
っ
た
呼
数

平常時最繁トラヒック

18:00 12:00 18:000:00 6:00 12:00 18:000:00 6:00

10月23日（土） 10月24日（日） 10月25日（月）

ＴＶ報道による安否確認

会社の被害確認等

平常時の約５０倍平常時の約５０倍

②新潟中越地震（H１６．１１）【全国から新潟県䛇

加
わ
っ
た
呼
数 ●阪神・淡路大震災（H7.1.18）

ピーク：平常時の約５０倍

輻輳期間：５日間

〈その他の地震災害〉

宮城県
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ⅲ.重要通信の確保 －重要通信の確保（イメージ）－

一般一般一般一般のののの安否確認等安否確認等安否確認等安否確認等にににに

よりよりよりより輻輳輻輳輻輳輻輳しししし、、、、被災地外被災地外被災地外被災地外
からのからのからのからの防災機関等防災機関等防災機関等防災機関等からからからから
のののの問問問問いいいい合合合合わせにわせにわせにわせに影響影響影響影響

をををを及及及及ぼすぼすぼすぼす可能性可能性可能性可能性ありありありあり

＜＜＜＜被災地被災地被災地被災地＞＞＞＞

一般一般一般一般

防災防災防災防災
機関機関機関機関

＜＜＜＜被災地被災地被災地被災地外外外外＞＞＞＞

一般一般一般一般

防災防災防災防災
機関機関機関機関

重
要
通
信

重
要
通
信

重
要
通
信

重
要
通
信
／／／／
安
否
確
認
手
段

安
否
確
認
手
段

安
否
確
認
手
段

安
否
確
認
手
段
のののの
確
保
確
保
確
保
確
保

輻輳輻輳輻輳輻輳

××××

××××
××××
××××

＜＜＜＜被災地被災地被災地被災地＞＞＞＞

＜＜＜＜被災地被災地被災地被災地外外外外＞＞＞＞

一般一般一般一般

防災防災防災防災
機関機関機関機関

災害用伝災害用伝災害用伝災害用伝
言言言言ダイヤダイヤダイヤダイヤ
ルルルル運用運用運用運用

＜＜＜＜被災地被災地被災地被災地外外外外＞＞＞＞

一般一般一般一般

防災防災防災防災
機関機関機関機関

××××
××××

安否確認安否確認安否確認安否確認のののの問問問問
いいいい合合合合わせはわせはわせはわせは被被被被
災地外災地外災地外災地外へへへへ接続接続接続接続

することですることですることですることで安否安否安否安否
情報情報情報情報のののの伝達伝達伝達伝達がががが
可能可能可能可能

重要通信重要通信重要通信重要通信をををを

確保確保確保確保

通
話
量

通
話
量

通
話
量

通
話
量
コ
ン
ト
ロ
ー
ル

コ
ン
ト
ロ
ー
ル

コ
ン
ト
ロ
ー
ル

コ
ン
ト
ロ
ー
ル
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被災地を除く全国の伝言蓄積装置に自動分散され、被災地を経由しない安否連絡
・被災地への見舞い呼集中による輻輳緩和と安否確認の双方を確保

Aさん
安否情報を録音

Bさん

Aさんの無事を確認

全国全国全国全国にににに分散分散分散分散

被災地内の固定電話番号
で“録音・再生”

AAAAさんのさんのさんのさんの伝言伝言伝言伝言

「「「「無事無事無事無事ですですですです。」。」。」。」

被災地

直
接
被
災
地

直
接
被
災
地

直
接
被
災
地

直
接
被
災
地
へへへへ接

続
接
続
接
続
接
続

し
な
い

し
な
い

し
な
い

し
な
い
。。。。

災害用伝言災害用伝言災害用伝言災害用伝言
ダ イ ヤ ルダ イ ヤ ルダ イ ヤ ルダ イ ヤ ル
セ ン タセ ン タセ ン タセ ン タ

ⅲ.重要通信の確保 －災害用伝言ダイヤルの仕組み－
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栃
木
県
・福
島
県
の
豪
雨
・洪
水
災
害

（Ｈ
10.

8.

27
～
9.

7
）

岩
手
県
雫
石
町
の
地
震

（Ｈ
10.

9.

3
～
9.

7
）

高
知
県
の
豪
雨
・洪
水
災
害

（Ｈ
10.

9.

25
～
10.

3
）

長
崎
県
集
中
豪
雨

（Ｈ
11.

7.

23
～
7.

26
）

東
海
村
放
射
能
漏
れ
事
故

（Ｈ
11.

10.

1
～
10.

4
）

岩
手
県
の
豪
雨
・洪
水
災
害

（Ｈ
11.

10.

29
～
11.

3
）

有
珠
山
火
山
活
動

（Ｈ
12.

3.

29
～
8.

9
）

伊
豆
諸
島
近
海
地
震
（三
宅
島
火
山
活
動
）

（Ｈ
12.

6.

26
～
2.

3
）

愛
知
県
・岐
阜
県
の

集
中
豪
雨

（Ｈ
12.

9.

12
～
10.

15
）

鳥
取
県
西
部
地
震

（Ｈ
12.

10.

6
～
11.

8
）

広
島
県
南
東
・南
西
部
地
震

（芸
予
地
震
）

（Ｈ
13.

3.

24
～
3.

31
）

宮
城
県
沖
の
地
震

（Ｈ
15.

5.

26
～
6.

11
）

宮
城
県
北
部
地
震

（Ｈ
15.

7.

26
～
8.

27
）

北
海
道
十
勝
沖
地
震

（Ｈ
15.

9.

26
～
10.

17
）

新
潟
・福
島
豪
雨

（Ｈ
16.

7.

13
～
7.
30
）

福
井
豪
雨

（Ｈ
16.

7.
18
～
7.

30
）

三
重
県
集
中
豪
雨

（Ｈ
16.
9.

29
～
10.

9
）

台
風
２
３
号
（西
日
本
エ
リ
ア
）

（Ｈ
16.

10.

20
～
11.

10
）

新
潟
県
中
越
地
震

（Ｈ
16.

10.

23
～
12.

24
）

福
岡
西
方
沖
地
震

（Ｈ
17.

3.

20
～
4.

15
）

新
潟
豪
雨

（Ｈ
17.

6.

28
～
7.

4
）

宮
城
県
沖
の
地
震

（Ｈ
17.

8.

16
～
8.

26
）

台
風
１
４
号
（西
日
本
エ
リ
ア
）

（Ｈ
17.

9.

6
～
9.

19
）

注：日付は災害用伝言ダイヤルの運用期間

台
風
１
３
号
（西
日
本
エ
リ
ア
）

（Ｈ
18.

9.

17
～
9.

28
）

能
登
半
島
地
震

（Ｈ
19
3. 

25
～
4.

9
）

台
風
４
号
（西
日
本
エ
リ
ア
）

（Ｈ
19.

7.

14
～
7.

28
）

新
潟
県
中
越
沖
地
震

（Ｈ
19.

7.

16
～
8.

10
）

岩
手
・宮
城
内
陸
地
震

（Ｈ
20.

6.

14
～
7.

19
）

岩
手
沿
岸
北
部
を
震
源
と
す
る
地
震

（Ｈ
20.

7.

24
～
8.

8
）

中
国
・九
州
北
部
豪
雨

（Ｈ
21.

7.

21
～
8.

5
）

駿
河
湾
沖
を
震
源
と
す
る
地
震

（Ｈ
21.

8.

11
～
8.

22
）

九
州
・中
国
・四
国
・東
海
地
方
豪
雨

（Ｈ
22.

7.

14
～
7.

24
）

東
北
地
方
太
平
洋
沖
地
震

（Ｈ
23

3.

11
～
4.

30
現
在
）

梅
雨
前
線
の
影
響
に
伴
う
大
雨

（Ｈ
18.

7.

22
～
8.

4
）（鹿
児
島
県
）

利
用
件
数
（万
件
）

0000

10101010

20202020

30303030

40404040

50505050

60606060

320320320320

330330330330

310310310310

300300300300

290290290290

35.5

19.9

8.7 8.9

56

274

330

（Ｈ
22.

10.

22
～
11.

19
）

奄
美
地
方
豪
雨

◆運用開始(H10.3)～東日本大震災発生前まで
【災害運用回数】
【 ご 利 用 件 数 】

34回
約134万件

◆東日本大震災（H23.3.11～4.30現在）
【 ご 利 用 件 数 】 約330万件

録音 再生

ⅲ.重要通信の確保 －災害用伝言ダイヤル１７１の利用状況－
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録音蓄積数：最大１０伝言

録音時間：サービス終了まで

※10件目以降は上書き

録音蓄積数：最大１０伝言※

録音時間：４８時間

録音蓄積数：最大１０伝言※

録音時間：４８時間

災害用伝言ダイヤル

（１７１）

災害用ブロードバンド伝言板

（Ｗｅｂ１７１）
災害用伝言板サービス

音声による

伝言（安否）登録

Ｗｅｂによる

【テキスト・音声・画像】

伝言（安否）登録

ｉモード等による

伝言（安否）登録

ダイヤル「１７１」 https://www.web171.jp

「ｉＭｅｎｕ」

↓

「災害用伝言板」

※災害の規模により 異なる

ⅲ.重要通信の確保 －安否確認ツール－
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ⅳ.応急復旧 －避難所等への通信確保－

避難所

（学校等）

・事前設置の特設公衆電話等・事前設置の特設公衆電話等

NTT通信ビル

衛星携帯電話

通信ケーブル被災

ポータブル衛星

住宅の被災

避難所
（学校等）

・ポータブル衛星
・衛星携帯電話
・移動無線基地局

・ポータブル衛星
・衛星携帯電話
・移動無線基地局
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ⅳ.応急復旧 －復旧優先順位－

➨➨➨➨1111㡰఩㡰఩㡰఩㡰఩䚸䚸䚸䚸➨➨➨➨2222㡰఩㡰఩㡰఩㡰఩䛻䛻䛻䛻ヱᙜヱᙜヱᙜヱᙜ䛧䛺䛔䛧䛺䛔䛧䛺䛔䛧䛺䛔ᶵ㛵ᶵ㛵ᶵ㛵ᶵ㛵3333

䜺䝇䜺䝇䜺䝇䜺䝇䛾䛾䛾䛾౪⤥౪⤥౪⤥౪⤥䛾䛾䛾䛾☜ಖ☜ಖ☜ಖ☜ಖ䛻䛻䛻䛻┤᥋㛵ಀ┤᥋㛵ಀ┤᥋㛵ಀ┤᥋㛵ಀ䛜䛜䛜䛜䛒䜛䛒䜛䛒䜛䛒䜛ᶵ㛵ᶵ㛵ᶵ㛵ᶵ㛵䛻䛻䛻䛻タ⨨タ⨨タ⨨タ⨨䛥䜜䜛䜒䛾䛥䜜䜛䜒䛾䛥䜜䜛䜒䛾䛥䜜䜛䜒䛾
Ỉ㐨౪⤥Ỉ㐨౪⤥Ỉ㐨౪⤥Ỉ㐨౪⤥䛾䛾䛾䛾☜ಖ☜ಖ☜ಖ☜ಖ䛻䛻䛻䛻┤᥋㛵ಀ┤᥋㛵ಀ┤᥋㛵ಀ┤᥋㛵ಀ䛜䛜䛜䛜䛒䜛䛒䜛䛒䜛䛒䜛ᶵ㛵ᶵ㛵ᶵ㛵ᶵ㛵䛻䛻䛻䛻タ⨨タ⨨タ⨨タ⨨䛥䜜䜛䜒䛾䛥䜜䜛䜒䛾䛥䜜䜛䜒䛾䛥䜜䜛䜒䛾
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ＮＴＴビル

地下設備

架空設備 宅内設備所内設備

とう道

伝送装置

電力装置 管路電力装置
マンホール

立坑

電柱

架空ケーブル

地下ケーブル

管路

加入者線
装置

（交換機、
ルータ等）

引上げ

中継ネットワーク

長時間停電で
電力装置停止

津波で
ビル浸水/流失

電柱傾斜・倒壊
ケーブル切断

ⅴ.東日本大震災における災害対策 －通信設備の被災概要－
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ビ
ル
数

通
信
サ
ー
ビ
ス
契
約
数

385385385385

97979797 4444

55555555 0000

5
3/13 3/22 3/28 5/64/26

原発エリア ９
ビルを含む 原発エリア（３ビル）

・・・原発の警戒区域
島嶼部（２ビル）
・・・島外避難地域

機能停止ビル数
通信サービス復旧数

約約約約150150150150万万万万
家屋等の甚大被害

エリア

「お客様家屋等が甚大
な被害を受けたエリア」
を除きほぼ全てが復旧

5

•被災箇所の接続や仮架空迂回ルートによる伝送路の確保

•建物内の仮修繕やＢＯＸの設置による通信ビルの応急復旧

•新たな電力設備（受電盤、整流器、バッテリ）の仮設置

•物品の転用による通信設備の設置やメタル・光ケーブルの応急敷設

•原局の被災が大きい場合は、他局からの張り出し装置の設置

主な応急復旧内容

9月復旧済 島嶼部（２ビル）

ⅴ.東日本大震災における災害対策 －通信サービスの復旧状況－
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Ⅲ.首都圏直下型地震の課題と備え
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ⅰ.被害想定の概要 －首都圏直下型地震－

被災想定 東京湾北部：Ｍ７.３ のケース被災想定 東京湾北部：Ｍ７.３ のケース

ｰ中央防災会議（首都直下地震対策専門調査会）よりｰ

※ 冬 18時 風速15mでの最大被災条件時

震度分布

直接被害；６７兆円、間接被害；４５兆円

東京； ５３万棟
千葉； １１万棟
埼玉； ９万棟
神奈川；１２万棟

揺れ； １５ 万棟
液状化； ３．３万棟
急傾斜地崩壊； １．２万棟
火災； ６５ 万棟

避難者； ７００万人 （避難所生活４６０万人）
帰宅困難；６５０万人 （東京：３９０万人）

東京； ７４万回線
千葉； １４万回線
埼玉； １１万回線
神奈川；１２万回線

<発害１日目>

※震度６弱以上が甚大な被害が想定。
（地下水位の高い地盤では、震度５強でも液状化）

■ 経済被害： １１２兆円

■ 建物被害： ８５万棟

■ 人的被害： 死者１１，０００人

■ 通信被害： 固定電話１１０万回線不通
（５０００億円、内８割は焼失）
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ⅱ.想定される主な課題

・要員確保

・通信輻輳発生時の災害対策要員等の呼出し

・被災地内居住社員等が被災者となった状況での要員確保

・首都圏交通手段の遮断された状況での参集

・物品確保

・復旧資機材の調達

・被災地外からの輸送路確保

・燃料の確保

・被災地通信の確保

・通信孤立エリアに対する通信手段の確保

・避難所などにおける通信手段の確保
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状況に応じ対応

自動参集自動参集自動参集自動参集

状況に応じ対応

自動参集自動参集自動参集自動参集

災害対策室メンバー 災害対策本部員

状況に応じ召集

（緊急呼出）

自動参集自動参集自動参集自動参集

状況に応じ召集

（緊急呼出）

自動参集自動参集自動参集自動参集

６強以上

５弱以下

５強

５弱以下

５強

６弱首都圏４支店
以外のエリア

６弱以上
首都圏４支店
エリア

（東京、神奈川、
千葉、埼玉）

ＮＴＴ東日本 本社
震度発災地

ⅲ.要員確保 －災害対策本部員の自動参集－



Copyright© 2011 NIPPON TELEGRAPH AND TELEPHONE EAST CORPORATION 30

◇インターネットを介さないため、
ＩＳＰＩＳＰＩＳＰＩＳＰにににに輻輳輻輳輻輳輻輳がががが発生発生発生発生してもしてもしてもしても影響影響影響影響をををを受受受受 けないけないけないけない。。。。

◇ⅰモードメールとサーバーが分離されているため、
メールサーバーメールサーバーメールサーバーメールサーバー輻輳輻輳輻輳輻輳がががが発生発生発生発生しないしないしないしない。。。。

◇１通のメールをサーバで複製し配信するため、
迷惑迷惑迷惑迷惑メールメールメールメール規制規制規制規制にかからないにかからないにかからないにかからない。。。。

◇電話番号宛てにメールを配信するため、
メールアドレスメールアドレスメールアドレスメールアドレスがががが変更変更変更変更されてもされてもされてもされてもメールメールメールメールがががが届届届届くくくく。。。。

◇ⅰアプリによる通知により、
応答応答応答応答があるまでがあるまでがあるまでがあるまで呼出呼出呼出呼出しをしをしをしを継続継続継続継続するするするする。
（メール見落しの防止）

ﾒｯｾｰｼﾞRｻｰﾊﾞ
（ﾏｲﾎﾞｯｸｽ）
ﾒｯｾｰｼﾞRｻｰﾊﾞ
（ﾏｲﾎﾞｯｸｽ）

１通の１通のメールメール
送信送信

ド
コ
モ
パ
ケ
ッ
ト
網

最大最大22万宛先へ複製万宛先へ複製

ﾒｰﾙｻｰﾊﾞﾒｰﾙｻｰﾊﾞ

ﾄﾞｺﾓ防災ｾﾝﾀﾄﾞｺﾓ防災ｾﾝﾀ ⅰﾓｰﾄﾞｾﾝﾀⅰﾓｰﾄﾞｾﾝﾀ

専用線専用線 専用線専用線

電話番号へメール配信
090-XXXX-XXXX

メッセージメッセージメッセージメッセージＲ＋ｉＲ＋ｉＲ＋ｉＲ＋ｉアプリアプリアプリアプリによるによるによるによる一斉情報連絡一斉情報連絡一斉情報連絡一斉情報連絡

〈〈〈〈エマージキャストエマージキャストエマージキャストエマージキャスト＊〉〉〉〉

輻輳等の影響を受けにくい一斉情報配信網の構築

＊：ＮＴＴＤｏＣｏＭｏのサービス

ⅲ.要員確保 －災害時等における一斉情報連絡システム－
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首都直下地震の発生を考慮し、予め東京都が指定する避難所の小・中学校への特設公衆電
話の事前設置の推進！

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

ᖹᡂ17ᖺᗘ ᖹᡂ18ᖺᗘ ᖹᡂ1㻥ᖺᗘ ᖹᡂ20ᖺᗘ ᖹᡂ21ᖺᗘ ᖹᡂ22ᖺᗘ
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1,000
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3,000
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5,000

6,000

7,000

8,000

タ⨨⟠ᡤᩘ

タ⨨ᅇ⥺ᩘ

タ⨨⟠ᡤ⣼ィ

タ⨨ᅇ⥺⣼ィ

（累計箇所数、累計回線数）（箇所数、回線数）

ⅴ.被災地通信確保 －小・中学校への特設公衆電話の事前設置状況－



Copyright© 2011 NIPPON TELEGRAPH AND TELEPHONE EAST CORPORATION 32

駅・空港駅・空港

公共施設・学校公共施設・学校

WebWebWeb

自宅と同様に快適なブロードバンド環境

音声ファイル

音声音声ファイル
ファイル

メール
メール
メール

Ｗｉ-Ｆｉによる
安否情報の登録・確認

Ｗｉ-Ｆｉ端末未保有者の
連絡手段

特
設
公
衆
電
話

公衆無線LAN

無料開放

公衆無線LAN

無料開放
災害時向け非常用電話

の配備

災害時向け非常用電話

の配備

東日本エリア

約8,700店

Web
Web
Web

ホテルホテル

＜日常＞ ＜非常時＞

（東京23区）

非常時は『情報ステーション』に

ⅴ.被災地通信確保 －セブン＆アイ様との協業イメージ－
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